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・安定ヨウ素剤予防服用体制を区域に応じて構築 

 

・国による緊急時モニタリングの統括 

 

 

 

これまでの修正の概要 

防護措置の新しい 
判断基準の導入 

防護措置の新しい 
判断基準の具体化 

緊急時活動 
レベルの修正 

予測的手法から 
実測値の重視へ 

原子力災害医療 
体制の整備 

□原子力災害対策重点区域の導入 

□防護措置の新しい判断基準の導入 

・ＥＡＬ：緊急時活動レベル、ＯＩＬ：運用上の介入レベル 

□緊急時活動レベルの全面修正 □安定ヨウ素剤 

□緊急時モニタリング体制 

■防災基本計画の反映 

・大気中放射性物質拡散計算を含む関連情報の収集・蓄積 

・防護措置及び一時移転等の実施方針の作成 

・自然災害に係る独自避難指示 

■原子力災害対策指針の反映 

・施設敷地緊急事態及び全面緊急事態のEALに係る技術的 

  基準の修正 

・警戒事態に係るEALについて、地震・津波等の自然災害に 

  対する要件の見直し 

・新規制基準に適合していない実用発電用原子炉のEALの 

  改正 

 

H30.2修正の概要 

□予測的手法から実測値の重視へ 
 

□避難退域時検査の実施 

□原子力災害医療体制の整備 

避難退域時検査 
の実施 

■その他 

・PAZに準じた避難等の防護措置を準備する区域の導入 

・原子力災害に係る警戒体制及び緊急事態応急対策活動 

 体制と自然災害による配備基準との関係の整理 
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宮城県地域防災計画〔原子力災害対策編〕の修正について ＜平成２９年度の主な修正内容＞ 

防災基本計画の反映 原子力災害対策指針の反映 その他の修正内容 

□原子力災害医療体制の整備 

○原子力災害拠点病院／原子力災害医療協力機関 

「被ばく医療体制」から「原子力災害医療体制」への

移行に伴い、災害拠点病院等から指定・登録  

２ 

□大気中放射性物質拡散計算を含む 

                   関連情報の収集・蓄積 

地域防災計画及び避難計画の具体化・充実化のため、 

大気中放射性物質拡散計算を含む関連情報を収集・蓄積 

する。 

 

施設敷地緊急
事態発生前 

•施設敷地緊急事態要避難者の数や避難の
方針等を含む施設敷地緊急事態における
防護措置の実施方針 

全面緊急事態
発生前 

•PAZ内の避難者の数や避難の方針等を含
む全面緊急事態における防護措置の実施
方針 

放射性物質 

放出後 

•UPZ内の一時移転等の対象地域や対象者
の数等を含む一時移転等の実施方針 

□防護措置及び一時移転等の実施方針の作成 

県及び国は、相互に協力して、緊急事態区分の進展に応じた 

防護措置及び一時移転等の実施方針を作成する。 

□自然災害に係る独自避難指示 

 市町村（市町村がその全部又は大部分の事務を行うこと

ができなくなったときは県）は、国が原子力災害の観点か

ら屋内退避指示を出している中においても、必要な場合

は人命最優先の観点から独自の避難指示を行う。 

○施設敷地緊急事態（SE)及び全面緊急事態（GE)のEALに

係る技術的基準の修正 

 

 【修正前】・・・非常用炉心冷却装置の作動要求 

  原子炉の運転中に非常用炉心冷却装置の作動を 

  必要とする原子炉冷却剤の漏えいが発生すること 

 【修正後】・・・非常用炉心冷却装置の作動失敗 

  原子炉の運転中に非常用炉心冷却装置の作動を 

  必要とする原子炉冷却剤の漏えいが発生した場合 

  において、非常用炉心冷却装置等のうち、当該原 

  子炉に高圧又は低圧で注水するもののいずれかに 

  よる注水が直ちにできないこと 

 

 

○新規制基準に適合していない実用発電用原子炉の 

 EALの改正 

○警戒事態（AL)に係るEALについて、地震・津波等の自然

災害に対する要件の見直し 

【修正前】 

 原子炉施設等立地道府県において、震度６弱以上 

 原子炉施設等立地道府県において、 大津波警報発表 

【修正後】 

 原子力事業所所在市町村において、震度６弱以上 

 原子力事業所所在市町村沿岸を含む津波予報区※に 

 大津波警報発表 

  ※宮城県は津波予報区が１区のみのため実質的変更なし 

例） 施設敷地緊急事態の原子炉冷却機能に係るEAL 

 

涌谷町 

登米市 
南三陸町 

美里町 

東松島市 

石巻市 

女川町 

5km 

30km 

東北電力株式会社 
女川原子力発電所 

PAZ 

UPZ 

□PAZに準じた避難等の防護措置を準備する区域 

 

離島部やPAZ内を通過

しなければ避難ができ

ない半島部などはPAZ

に準じた避難等の防護 

措置を準備する区域と

して配慮する 

 

□現地災害対策本部の設置時期 

・施設敷地緊急事態の発生（原災法第１０条通報）

を契機とすることを明確化 

□緊急時活動レベル（EAL）の改正 

○原子力災害医療派遣チーム 

 被災道府県で救急医療等を実施するため、原子力災

害拠点病院に配置 

体制※ 現行 修正案 

特別警戒 
本部体制 

･大津波警報発表 
･県内で震度５弱,強 

 
･所在市町で震度５弱,強 

災害対策 
本部体制 

･県内で震度６弱以上 
･大津波警報発表＋ AL 
･県内で震度５弱,強＋ AL 

･所在市町で震度６弱以上 
･大津波警報発表 
･所在市町で震度５弱,強＋ AL 

※原子力災害に係る警戒体制及び緊急事態応急対策活動体制 

□原子力災害に係る警戒体制及び緊急事態応急対策 
活動体制と自然災害による配備基準との関係の整理  

 当該原子炉については、新規制基準に適合するまでは 

稼働することはなく、また、使用済燃料が使用済燃料貯 

蔵槽に搬出されており、長期間冷却されている。 

 こうした状況を踏まえ福島第一原子力発電所１～４号機 

と同じEALに改正された。 

 

・現行の宮城県災害対策本部要綱の設置基準を適用  
・自然災害に対するEALの考え方の反映 


